
 

 

 

ＮＰＯ法人 移動サービスネットワークみやぎ 

２０２０年度(令和２年度) 事業計画(案) 

 

１． ２０２０年度事業の基本方針（案） 

移動サービスネットワークみやぎの活動目的を本年度も、［移動サービスの提供、また

は、サービスの提供を計画している非営利団体が、相互に協力して移動サービスの向上

と普及を図り、情報交換とネットワーク活動により「だれでも、いつでも、どこへでも」移動で

きる社会の実現に寄与すること］として定め、今後も引き続き移動困難者の立場にたって、

移動サービスを推進することとします。 

 

東日本大震災後９年をむかえました。昨年度も台風１９号による豪雨災害が発生し河

川の氾濫等で地域住民の被害が大きいものがありました。移動困難者の日常的な支援環

境をつくるためにも、地元の事業者と現況をうけとめ、ひきつづき活動につなげていきま

す。 

 

新型コロナ感染予防の対策のひとつであった、緊急事態宣言が一部の都府県を除き、

解除されたものの安全宣言が出されたわけではありません。各県をまたぐ移動につい

ては自粛が求められております。 

いったん気の緩みが再び感染の蔓延に繋がりかねないので、気を引き締めて三密を避

け二次感染予防に一人一人が取り組むことが大切であります。 

 

組織関連については、次世代人材育成による組織の若返りも必要であり、加盟団体

会員において、移動ネットワークみやぎの組織存続をどう組織化していくかについて、

組織検討委員会を組織して、討議を深め次期総会に一定の考えを提起できるようにし

ます。 

 

これらの情勢を踏まえ本年度も、次の点を具体化するための活動を実施します。 

① 移動困難者の移動を支える、福祉有償運送の既存の移動サービス

団体が活き活きと活動できる環境を整備する。 

② 福祉有償運送を継続・拡大を目的として、団体同士の交流と地域の

連携を強めるための場をつくり、さらなる連携強化を図る。 

③ 道路運送法改正に伴う自家用有償旅客運送制度の改正に対

して、移動困難者や市民の立場に立った政策提言を全国移
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動サービスネットと共に取り組む 

④ 次世代体制づくりに向けた組織検討委員会の結成をはかる。 

 

以上のことを中心として取り組みながら、情報の共有と発信では、ホームページのリニュ

ーアル化を行うとともに、認定講習事業として、福祉有償運送運転者講習、特に本年度

は県内４カ所～５カ所のところで開催出来るよう調整する。また、インストラクターの養成、

新しく移動サービス活動に取り組む事業所に対する相談事業と会員の組織化に取り組み

ます。 

 

【参考】全国移動サービス総会資料引用 

2020年4月、第201回国会に「持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推

進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律案

の一部として、道路運送法改正案が提出された。「事業者協力型自家用有償旅客運送」

の創設と、観光客を旅客の対象として明確化することが柱であるが、運営協議会や地域

公共交通会議の考え方についても、第79条の４「登録の拒否」において次のように改正

される見通しである。 

道路運送法第 79条の４（改正案） 

申請に係る自家用有償旅客運送に関し、国土交通省令で定めるところにより、地方公

共団体、一般旅客自動車運送事業者又はその組織する団体、住民その他の国土交通省

令で定める【関係者間において】関係者が、一般旅客自動車運送事業者によることが

困難であり、かつ【地域における】地域住民の生活に必要な旅客運送を確保するため

必要であることについて【協議が】合意が調っていないとき。 

今後、道路運送法施行規則（省令）や関係通達の改正が行われる際には、福祉有償運

送や公共交通空白地有償運送の問題点が見直されるよう、はたらきかけを行うことが必

要である。 

２、具体的な事業計画 

（１）支援センター運営 

  項目 内容 

 

１）情報収集及び発信 

 

○ホームページリニアール、メールの発信 

２）認定講習の実施 年５回（開催最低受講者数条件 ８名） 

６月、８月、１０月、１２月、２月、  

仙台地区・石巻地区・仙北地区・三陸沿岸地区・

仙南地区で開催 



３）相談、協力、支援 ○相談・支援活動 

○会員拡大活動 

 

４）政策提言 ○全国ネットと連動 

○生活支援サービス(訪問型サービスＤ)について研修会 

11 月～12 月 

会場は選定中（仙台市内） 

５）各種研修会 ○有償運送運転者講習インストラクター養成講座 

○運転者フォローアップ研修 

○ディサービス等送迎運転者講習 

○各団体への研修 

６）震災復興支援活動 ○被災団体への支援 

７）調査活動 ○移動サービス実態調査 

 

（２） 組織関連活動 

１）総会開催 ・通常総会（７月上旬）宮城県 NPO プラザ予定 

 

２）理事会開催 

   

 

  9 月 

  3 月 

その他必要の都度 

 


